
相模原市共同生活援助事業加算給付要綱 

(目的) 

第１条 この要綱は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律(平成１７年法律第１２３号。以下「法」という。)第５条第１５項に規定する

共同生活援助の事業の報酬に対する加算について、法及び相模原市障害者の日常

生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく事業及び施設の人員、

設備及び運営に関する基準等を定める条例(平成３１年相模原市条例第１０号)に

規定するもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

(加算の対象) 

第２条 この要綱において加算の対象となるのは、次の各号に掲げる者に提供した

指定共同生活援助（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準

（平成１８年厚生労働省令第１７１号。以下「指定障害福祉サービス事業等基準

省令」という。）第２１３条の２に規定する「日中サービス支援型指定共同生活

援助」を除く。）に対する報酬の基本部分とする。 

（１）身体障害者福祉法(昭和２４年法律第２８３号)第４条に規定する者 

（２）療育手帳制度要綱(昭和４８年９月２７日厚生省発児第１５６号厚生事務次

官通知)に基づく療育手帳の交付を受けている者又は知的障害者更生相談所にお

いて知的障害であると判定された者 

（３）精神保健及び精神障害者福祉に関する法律(昭和２５年法律第１２３号)第５

条に規定する者のうち１８歳以上の者 

（４）前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める者 

２ 前項の規定にかかわらず、体験利用の報酬については加算の対象としないもの

とする。 

 (支払い方法) 

第３条 市長は、指定共同生活援助を実施する法第２９条第１項に規定する指定障

害福祉サービス事業者に対し、同項に規定する介護給付費のほか別表第１に定め

る額をかながわ自立支援給付等支払システムにより支払うものとする。 

 (個人単位で居宅介護等を利用する場合の経過措置に係る加算) 

第４条 法第５条第３項に規定する重度訪問介護、同条第４項に規定する同行援護

又は同条第５項に規定する行動援護の対象者であり、かつ、法第４条第４項に規

定する障害支援区分(以下「障害支援区分」という。)が４又は５に該当するもの

又は障害支援区分４又は５にに該当し、かつ、次の各号のいずれにも該当するも

のが共同生活住居内において、当該指定共同生活援助事業所の従業者以外の者に



よりホームヘルプサービスを利用した場合については、別表第２の加算を適用す

るものとする。 

（１）当該利用者の個別支援計画に居宅介護の利用が位置付けられていること。 

（２）居宅介護の利用について、市長が必要と認めること。 

 (委任) 

第５条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

附 則 

１ この要綱は、平成１８年１０月１日から施行する。 

２ 相模原市知的障害者生活ホーム設置運営要綱、相模原市精神障害者地域生活援

助事業運営要綱及び相模原市精神障害者グループホーム等設置運営費助成要綱

は廃止する。 

(第４条に規定する経過措置に係る加算の適用期間) 

３ 第４条に規定する経過措置に係る加算の適用期間は、指定障害福祉サービス事

業等基準省令附則第１８条の２に規定する平成３３年３月３１日までとする。 

４ この要綱は、平成３３年３月３１日限り、これを廃止する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２２年５月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則 



この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

 

別表第１(第３条関係) 

（１） 指定障害福祉サービス事業等基準省令第２０７条に規定する指定共同生活

援助に対する加算 

 

 

 

（２） 指定障害福祉サービス事業等基準省令第２１３条の１２に規定する外部サ

ービス利用型指定共同生活援助に対する加算 

利用者の障害支援区分 

平成３１年９月３０日までの利用分

に対して適用する１日当たりの加算

する単位 

区分４ ２７単位 

区分３ ８７単位 

区分２ １０７単位 

区分１以下 １２０単位 

利用者の障害支援区分 

平成３１年１０月１日から平成３２

年３月３１日までの利用分に対して

適用する１日当たりの加算する単位 

区分４ １８単位 

区分３ ５８単位 

区分２ ７２単位 

区分１以下 ８０単位 

利用者の障害支援区分 

平成３２年４月１日から平成３３年

３月３１日までの利用分に対して適

用する１日当たりの加算する単位 

区分４ ９単位 

区分３ ２９単位 

区分２ ３７単位 

区分１以下 ４０単位 

世話人の配置基準 
平成３１年９月３０日まで

の利用分に対して適用する



 

１日あたりの加算する単位 

指定障害福祉サービス事業等基準省令第２１３条

の１４第１項第１号に規定する世話人(以下「世

話人」という。)が常勤換算方法(指定障害福祉サ

ービス事業所等の従業者の勤務延べ時間数を当該

指定障害福祉サービス事業所等において常勤の従

業者が勤務すべき時間数(１週間に勤務すべき時

間(当該指定障害福祉サービス事業所等の指定等

に係る事業のサービスに従事する勤務時間とす

る。)数が３２時間を下回る場合は、３２時間を

基本とする。)で除することにより、当該指定障

害福祉サービス事業所等の従業者の員数を常勤の

従業者の員数に換算する方法をいう。以下同

じ。)で、利用者の数を４で除して得た数以上配

置されている場合 

１２０単位 

世話人が常勤換算方法で、利用者の数を５で除し

て得た数以上配置されている場合 
１２１単位 

世話人が常勤換算方法で、利用者の数を６で除し

て得た数以上配置されている場合 
１２１単位 

世話人が常勤換算方法で、利用者の数を１０で除

して得た数以上配置されている場合 
８３単位 

世話人の配置基準 

平成３１年１０月１日から

平成３２年３月３１日まで

の利用分に対して適用する

１日当たりの加算する単位 

指定障害福祉サービス事業等基準省令第２１３条

の１４第１項第１号に規定する世話人(以下「世

話人」という。)が常勤換算方法(指定障害福祉サ

ービス事業所等の従業者の勤務延べ時間数を当該

指定障害福祉サービス事業所等において常勤の従

業者が勤務すべき時間数(１週間に勤務すべき時

間(当該指定障害福祉サービス事業所等の指定等

８０単位 



 

に係る事業のサービスに従事する勤務時間とす

る。)数が３２時間を下回る場合は、３２時間を

基本とする。)で除することにより、当該指定障

害福祉サービス事業所等の従業者の員数を常勤の

従業者の員数に換算する方法をいう。以下同

じ。)で、利用者の数を４で除して得た数以上配

置されている場合 

世話人が常勤換算方法で、利用者の数を５で除し

て得た数以上配置されている場合 
８１単位 

世話人が常勤換算方法で、利用者の数を６で除し

て得た数以上配置されている場合 
８１単位 

世話人が常勤換算方法で、利用者の数を１０で除

して得た数以上配置されている場合 
５６単位 

世話人の配置基準 

平成３２年４月１日から平

成３３年３月３１日までの

利用分に対して適用する１

日当たりの加算する単位 

指定障害福祉サービス事業等基準省令第２１３条

の１４第１項第１号に規定する世話人(以下「世

話人」という。)が常勤換算方法(指定障害福祉サ

ービス事業所等の従業者の勤務延べ時間数を当該

指定障害福祉サービス事業所等において常勤の従

業者が勤務すべき時間数(１週間に勤務すべき時

間(当該指定障害福祉サービス事業所等の指定等

に係る事業のサービスに従事する勤務時間とす

る。)数が３２時間を下回る場合は、３２時間を

基本とする。)で除することにより、当該指定障

害福祉サービス事業所等の従業者の員数を常勤の

従業者の員数に換算する方法をいう。以下同

じ。)で、利用者の数を４で除して得た数以上配

置されている場合 

４０単位 

世話人が常勤換算方法で、利用者の数を５で除し ４１単位 



 

別表第２（第４条関係） 

 

 

 

 

て得た数以上配置されている場合 

世話人が常勤換算方法で、利用者の数を６で除し

て得た数以上配置されている場合 
４１単位 

世話人が常勤換算方法で、利用者の数を１０で除

して得た数以上配置されている場合 
２８単位 

利用者の障害支援区分 

平成３１年９月３０日までの利用分に

対して適用する１日当たりの加算する

単位 

区分５ ８単位 

区分４ ３９単位 

利用者の障害支援区分 

平成３１年１０月１日から平成３２年

３月３１日までの利用分に対して適用

する１日当たりの加算する単位 

区分５ ６単位 

区分４ ２６単位 

利用者の障害支援区分 

平成３２年４月１日から平成３３年３

月３１日までの利用分に対して適用す

る１日当たりの加算する単位 

区分５ ３単位 

区分４ １３単位 


